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２０３０年に向けた新エネルギー政策の方向性２０３０年に向けた新エネルギー政策の方向性

１

①エネルギー安定供給の確保に資する石油代替エネルギー

②環境に与える負荷が小さいクリーンエネルギー

③新規産業・雇用創出への寄与

④分散型エネルギーシステムとしての利点

⑤電力の負荷平準化（ピークカット効果）への寄与の可能性

○出力安定性

○経済性

新エネルギー導入の意義

課題の克服

２０３０年の新エネルギーの姿

①暮らしにとけ込む新エネルギー

②ビジネスとして成り立つ新エネルギー

③フロンティアを拓く新エネルギー
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太陽光発電の天候別発電電力量推移
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) 竜飛ウインドパーク1999年８月の発電出力の推移

○新エネルギー等の発電コスト
（単位：円／kWh程度）

住宅用 非住宅用 大規模 中小規模 大規模 中小規模

発電コスト 46～66 73 9～14 18～24 9～11 11～12 7～21

（出典）総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会報告書（2001年6月）等

ﾊﾞｲｵﾏｽ発電
太陽光発電 風力発電 廃棄物発電

種類



２０３０年に向けた新エネルギー政策の方向性（１）２０３０年に向けた新エネルギー政策の方向性（１）

暮らしにとけ込む新エネルギー暮らしにとけ込む新エネルギー

２

１．分散型エネルギー・ネットワーク・システムによる、系統からより自立した新エネの導入

■ 出力変動のある太陽光発電等を、バイオマス発電、燃料電池等の分散型電源とネットワーク

化（独立したグリッドを持ち、分散型電源の出力を、情報通信等で制御）することにより、電力系

統に対する負荷を軽減すること等を通じ、より自立的な新エネルギーの導入を実現

■ 分散型電源制御技術の実用化

２．消費者が自由に新エネルギーを選択できる社会の構築

■ グリーン・ファンド、グリーン電力料金等を通じた消費者による新エネ活用への積極的な参加

■ 地域のＮＰＯや公共施設等による率先的導入の促進

３．太陽光発電を始めとする新エネルギーが住宅の標準装備に

■ 現在７０万円／ｋＷの太陽光発電システムコストを１／４以下に

←低コスト化・高効率化技術開発

←流通コスト低減によるトータルシステムの価格低減

■ プレハブ戸建てのみならず、 非プレハブ住宅、集合住宅等設置先の多様化



林業

（電線）

廃棄物

バイオマス発電

ＬＮＧ

（天然ガスパイプライン）

農村

（ﾊﾞｲｵﾏｽ）

（電気）

・各家庭・マンションに太陽光発電
・各家庭・マンションに定置型ＦＣ

相互融通

相互融通

相互融通

情報通信網に
よる需給制御

大規模電源
(原子力、ｸﾘｰﾝｺｰﾙ、ＬＮＧ)

ﾊﾞｯﾃ
ﾘｰ

大規模風力発電

ルーター

ルーター

新エネルギー等による分散型ネットワークシステム新エネルギー等による分散型ネットワークシステム

３

ルーター

※青森県（八戸市）において、電源から需要地点まで自営線を
敷設し供給するシステムの実証研究が行われている。青森県
は当該地域において特区の認定を受けている。

また、２００５年の日本国際博覧会会場においても実証試験
が行われる予定。



２０３０年に向けた新エネルギー政策の方向性（２）２０３０年に向けた新エネルギー政策の方向性（２）

ビジネスとして成り立つ新エネルギービジネスとして成り立つ新エネルギー

４

１．新エネルギー・ビジネスによる地域経済活性化

■ 先進的バイオマス・タウンや環境まちづくりの推進

■ ヒートアイランド対策等との連携

■ 廃棄物処理プロセスでのエネルギー利活用の徹底

２．新エネ版ＥＳＣＯ等オンサイト・ビジネス及びネットワーク・ビジネスの成長

■ 新エネルギー・サービス・ビジネス創業

■ 新エネルギー・ビジネスの持続的発展・自立化へ向けた市場原理を活用した制度面での取組

３．水素社会実現に向けた再生可能エネルギー活用の可能性

■ バイオマス由来の水素利用によるオンサイト燃料電池発電

■ 太陽光発電の余剰電力利用による水素活用 等



２０３０年に向けた新エネルギー政策の方向性（３）２０３０年に向けた新エネルギー政策の方向性（３）

フロンティアを拓く新エネルギーフロンティアを拓く新エネルギー

５

１．新分野・新立地への挑戦

太陽 ： 公共・産業分野等非住宅分野への太陽光発電普及拡大

パッシブソーラーなど、省エネルギー対策と連携した太陽熱利用の促進

風力 ： 土地利用規制（国立公園等）との調和による陸上立地可能地の拡大

洋上風力発電の可能性検討

バイオマス ：間伐材・農業残渣等の効率的活用の促進

２．革新的技術の開発

太陽 ： 色素増感材料等新材料・新構造太陽電池等

風力 ： 局地風況予測による系統制御技術 等

バイオマス ： 木質バイオマスからの液体燃料製造、超高効率バイオマス転換技術 等

その他 ： 新・新エネルギーの発掘



２０１０年度新エネルギー導入目標と導入実績２０１０年度新エネルギー導入目標と導入実績

６

平成１３年６月、官民の最大限の努力を前提として、新エネルギー導入目標を、原油換算１９１０万kl
（一次エネルギー総供給に占める割合は３％程度）と設定。

今後も、導入促進施策の補強等により、本導入目標の実現を目指す。

※未利用エネルギーには雪氷冷熱を含む。
※黒液・廃材はバイオマスの１つであり、発電として利用される分を一部含む。

１９９０年度 １９９９／１９９０ １９９９年度 ２００２／１９９９ ２００２年度 ２０１０／２００２ ２０１０年度目標 ２０１０／１９９９

太陽光発電 ０．３万ｋｌ １７．７倍 ５．３万ｋｌ ２．９倍 １５．６万ｋｌ ７．６倍 １１８万ｋｌ ２２．３倍

１．０万ｋＷ ２０．９万ｋＷ ６３．７万ｋＷ ４８２万ｋＷ

風力発電 ０．０４万ｋｌ ８７．５倍 ３．５万ｋｌ ５．４倍 １８．９万ｋｌ ７．１倍 １３４万ｋｌ ３８．３倍

０．１万ｋＷ ８．３万ｋＷ ４６．３万ｋＷ ３００万ｋＷ

廃棄物発電 １１５万ｋｌ １．３倍 １５２万ｋｌ ３．６倍 ５５２万ｋｌ ４．８倍

９０万ｋＷ １４０万ｋＷ ４１７万ｋＷ

バイオマス発電 － － ５．４万ｋｌ ４．２倍 ２２．６万ｋｌ １．５倍 ３４万ｋｌ ６．３倍

－ ８．０万ｋＷ ２１．８万ｋＷ ３３万ｋＷ

太陽熱利用 １３２万ｋｌ ▲２６％ ９８万ｋｌ ▲２４％ ７４万ｋｌ ５．９倍 ４３９万ｋｌ ４．５倍

廃棄物熱利用 ２．７万ｋｌ １．６倍 ４．４万ｋｌ ▲１８％ ３．６万ｋｌ ３．９倍 １４万ｋｌ ３．２倍

バイオマス熱利用 － － － － － － ６７万ｋｌ －

未利用エネルギー ０．８万ｋｌ ５．１倍 ４．１万ｋｌ １．５倍 ６．０万ｋｌ ９．７倍 ５８万ｋｌ １４．１倍

※

合計（除く黒液・廃材等） １８０万ｋｌ １．３倍 ２３６万ｋｌ １．２倍 ２９３万ｋｌ ４．８倍 １，４１６万ｋｌ ６．０倍

（対一次エネルギー総供給比） （０．３％） （０．４％） （０．５％） （２．４％）

黒液・廃材等 ４７７万ｋｌ ▲４％ ４５７万ｋｌ １．０倍 ４７１万ｋｌ １．０倍 ４９４万ｋｌ １．１倍

※

総合計 ６５７万ｋｌ １．１倍 ６９３万ｋｌ １．１倍 ７６４万ｋｌ ２．５倍 １，９１０万ｋｌ ２．８倍

（対一次エネルギー総供給比） （１．２％） （１．２％） （１．３％） （３％程度）

４４万ｋＷ －



Ｈ14年１月 「バイオマス」「雪氷」の２つのエネルギー利用等を新エネルギー利用促進法上の新エネルギーの対象に追加。
（平成１４年度からこれらの導入事業に国が支援を開始。）

Ｈ14年５月 「電気事業者による新エネルギー等の利用の促進に関する特別措置法」が成立。
（本法により、平成15年４月以降、電力事業者は太陽光、風力、バイオマス等新エネルギー等による発電比率を

毎年上昇させる義務が発生。）

Ｈ14年１月 「バイオマス」「雪氷」の２つのエネルギー利用等を新エネルギー利用促進法上の新エネルギーの対象に追加。
（平成１４年度からこれらの導入事業に国が支援を開始。）

Ｈ14年５月 「電気事業者による新エネルギー等の利用の促進に関する特別措置法」が成立。
（本法により、平成15年４月以降、電力事業者は太陽光、風力、バイオマス等新エネルギー等による発電比率を

毎年上昇させる義務が発生。）

法制面法制面法制面

新エネルギー導入拡大に向けた近年の取組新エネルギー導入拡大に向けた近年の取組

７

内 容

新エネルギー技術の低コスト化、性能向上等
を図るため、重要な開発課題に関する技術開
発を実施。

技術開発の成果を踏まえ、当該開発技術の
実用化・市場投入を図る上で障害となる問題
点の抽出、解明、対策等実使用における有効
性等を実証確認するための実証試験を実施。

実用化段階にある新エネルギーについて、量
産化による早期市場自立化を誘導するため
の初期需要の創出を図るともに、事業者や自
治体等が行う先進的な新エネルギー導入を
支援し、同様の事業の波及を促す。

技
術
開
発
実
証
試
験

導
入
促
進

○予算額の推移（右図）

○予算の体系（下表）

・平成１６年度新エネルギー関係予算額１６１３億円
（前年度と比べ４５億円増。過去８年間で３倍以上拡大）

4 7 9
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8 7 5 9 2 5
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1 4 4 9
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4 0 0
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8 0 0
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1 2 0 0

1 4 0 0

1 6 0 0

1 8 0 0

8 9 1 0 1 1 1 2 1 3 1 4 1 5 1 6

（ 年 度 ）

（
億

円
）

事 業

・太陽光発電関連＜66億円＞
・風力発電関連＜10億円＞
・燃料電池関連＜235億円＞
・バイオマス関連＜60億円＞
・太陽光発電新技術等のﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｽﾄ＜50億円＞
・集中連系型太陽光発電ｼｽﾃﾑ実証研究＜59億円＞
・バイオマス等未活用ｴﾈﾙｷﾞｰ実証試験＜29億円＞
・固体高分子形燃料電池の実証研究＜30億円＞

・住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑの導入支援＜53億円＞
・ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車の導入支援<109億円＞
・新エネルギー事業者支援対策＜483億円＞
・地域新エネルギー導入促進対策＜110億円＞

16年度
()内は15年度

約424億円
(約434億円)

約265億円
(約188億円)

約924億円
(約946億円)

予算面予算面予算面
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58円/kWh
65円/kWh

71円/kWh72円/kWh82円/kWh

140円/kWh

260円/kWh
全導入量（累計）

120円/kWh

住宅用太陽光発電システム価格
（万円）

太陽光発電導入量
（万kW）

※出典：メーカーヒアリング等により経済産業省にて試算

（１９９３） （１９９４） （１９９５） （１９９６） （１９９７） （１９９８） （１９９９） （２０００） （２００１） （２００２）

住宅用太陽光補助金
による導入量（累計）

1kW当たりの導入価格

1kWh当たりの発電コスト

モニター事業 普及事業

52円/kWh 49円/kWh

住宅太陽光発電システム導入量と価格・発電コストの推移住宅太陽光発電システム導入量と価格・発電コストの推移

８



２００２ ２００７ ２０１０ ２０２０ ２０３０

１４０円／Ｗ

１００円／Ｗ

７５円／Ｗ

５０円／Ｗ

バルク結晶シリコンか
ら薄膜シリコンへ

シリコン材料から化合
物材料へ

大面積薄膜技術等による
薄膜シリコン太陽電池の
低コスト化

高効率化技術等による
化合物系太陽電池
の低コスト化

新材料（色素等）・新構造太陽電池の市場参入

ハイブリッド技術による高効率
化を通じた更なる低コスト化

原材料コスト低減技術
等によるバルク結晶
シリコン太陽電池の
低コスト化

２５０円／Ｗ

シリコンでも
化合物でもない

新材料へ

モジュール製造コスト

バルク結晶シリコン太陽電池

非シリコン系

シリコン系

実用化技術の確立

薄膜シリコン太陽電池の実用化

化合物系太陽電池の実用化

技術のブレークスルーによる
非連続的

低コスト化の実現

（参考：太陽電池の実用化イメージ）
２００２ ２００７ ２０１０ ２０２０ ２０３０

新材料太陽電池の実用化ラボレベルの研究 実用化技術の確立革新的技術のブレークスルー ９

太陽光発電システム技術革新のイメージ



地域別導入状況（地域別導入状況（20022002年度末）年度末）

導入実績
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出力量〔万ｋW〕

基数〔基〕

20002000年度末年度末
14.214.2〔〔万万ｋｋWW〕〕 248248基基

19991999年度末年度末
8.38.3〔〔万万ｋｋWW〕〕 180180基基

※出典：NEDO 調査データ

北海道
34%

東北
38%

九州（沖縄

含）

14%近畿/中国/

四国

4%

関東/中部/

北陸

10%

20022002年度末年度末

46.346.3〔〔万万ｋｋWW〕〕

576576基基

風力発電機のコスト推移風力発電機のコスト推移

※※19901990年を年を100100％とした場合％とした場合

出典：ＷＷＥＡ出典：ＷＷＥＡ

20012001年度末年度末
31.331.3〔〔万万ｋｋWW〕〕 431431基基

風力発電の導入量及び効率の推移風力発電の導入量及び効率の推移

国内導入実績
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２０１０年度目標に向けた取組み（案）２０１０年度目標に向けた取組み（案）
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（１）技術開発・効率向上によるコスト低減

①太陽光発電システムの低コスト化に向けた技術開発

②バイオマス・エネルギー・システムのトータルコスト低減に向けた要素技術開発

③風力発電の落雷対策強化による設備利用率の向上

（２）各分野での導入促進

①住宅分野での総合的・効果的な新エネ導入促進

②太陽光発電システムの導入分野多様化

③バイオマス利活用先進自治体に対する支援

④熱利用分野における導入促進についての検証・検討

（３）導入普及のための環境整備

①風力発電に係る系統連系問題に対する取組み

②風力発電立地と各種土地利用規制等との調整

③ＲＰＳ法の円滑かつ効果的な施行



（参考１）（参考１）
各機関による中長期新エネルギー導入見通し各機関による中長期新エネルギー導入見通し

○日本エネルギー経済研究所「我が国の長期エネルギー需給展望」２０２０年対策強化ケース

○経済同友会「エネルギー自給率５０％イニシアチブ」２０３０年

○ＷＷＦ「Power Switch Scenario」２０２０年

（単位：万ｋｌ）
発電 熱利用 合計

太陽 649～1,729 649 1,297～2,378
風力 324～649 324～649
バイオマス 4,324～5,405
廃棄物 2,162
その他 NA NA

8,107～10,593

4,324～5,405
2,162

合計

（単位：万ｋｌ）
発電

太陽 370
風力 611
バイオマス 816
廃棄物 553
その他
合計 2,350

○太陽光発電協会
「太陽光発電産業自立に向けたビジョン」２０３０年

（単位：万ｋｌ）
発電

太陽 2,024

12※資源エネルギー庁が原油換算値に試算

（単位：万ｋｌ）
発電 熱利用 合計

太陽 311 439 750
風力 210 210
バイオマス NA NA NA
廃棄物 660 NA 660
その他 78 78
合計 1,181 517 1,698



（参考２）（参考２）
主要国の再生可能エネルギー等の長期導入目標・見通し主要国の再生可能エネルギー等の長期導入目標・見通し

13

国 出典 温室効果ガスまたはＣＯ２削減 2001 2010 2020 2025 2030 2050 備考

一次供給 5.3% 6.4% 6.3% 6.3% － －

電力 7.3% 9.2% 8.2% 7.8% － －

熱 － － － － － －

燃料※２ 0.5% 4.0% 10.0% － 20.0% －

一次需要※３ 1.3% 5.4% 7.7%～8.7% － － －

電力 1.5% 10.0% 20.0% － － －

熱 － － － － － －

燃料 現在はほとんどゼロ － 5.0% － － －

一次消費 2.1% － 4.2% － － 50.0%

電力※５ 6.3% － 12.5% － － 20.0%

熱 － － － － － －

燃料 － － － － － －

一次供給 6.6% － － － － －

電力 13.2% 21.0% － － － －

熱 － － － － － －

燃料※６ － 5.75% － － － －

※１　クリアスカイ・地球気候変動イニシアティブより（２００２年２月）
※２　「Vision for Bioenergy & Biobased Products」における目標
※３　２０１０年はClimate Change Programme効果を算入したケース、２０２０年はＣＯ２削減目標を達成するケース
※４　トリッティン環境・自然保護・原子力安全連邦大臣が発表（２００３年７月）
※５　２０２０年はドイツ環境省の目標
※６　ＥＵ指令に基づいて設定（基準値は「グリーン燃料に占めるシェアを2005年までに２％、2010年までに５．７５％」とされている。）
注１　：　再生可能エネルギーには、新エネルギーの他に水力、地熱を含む。
注２　：　英の２００１年電力は２００２年のデータ。独、仏は２００１年ではなく２０００年のデータ。　

エネルギー省
「Annual Energy
Outlook 2003」

貿易産業省「エ
ネルギー白書」

政府
「Perspectives
for Germany -
Our Strategy
for Sustainable
Development」

経済･財政･産
業省「エネル
ギー白書」

※１　温室効果ガスＧＤＰ原単位
１８３ｔ／百万ドル→１５１ｔ／百万ドル
　（2002年）　　　　　　　（2012年）
２０１２年に温室効果ガスを約１００Ｍｔ
－Ｃ削減することに相当するが、９０年
比では約３０％増となる。

ＣＯ２排出量を２０５０年ま
でに９０年比６０％削減

２０２０年までに温室効果ガ
ス排出量を４０％削減
（ただしＥＵ全体で３０％削
減することが前提となって
いる）※４

２０５０年を目処に温室効果
ガス排出量を１／４から１／
５に削減する方向で努力を
継続

米

英

独

仏

・２０１５年までに再生可能
エネルギー源による熱生
産を５０％増やす
（1,189万kl → 1,729万kl）

再生可能エネ
ルギーの割合

※２　全エネルギー需要の
バイオマス発電及び熱利
用比率
４％　→　５％　→　５％
（2010）（2020）（2030）


